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平成1 8年1 2月1 4日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官tq�ッ

平成1 7年（ワ）第8283号 損害賠償請求事件

口頭弁論終結日 平成1 8年1 0月2日

判 決

••• -

原 告

同訴訟代理人弁護士 山 田 治 彦

同 八 木 正 雄

大阪府東大阪市

被 告 こと

（以下「被告Illl水」という。）

大阪府豊中市

被
; ,.,,,,;;;;;;;.,:;;;;;,.•;;,;,;;;;;;;,;•;,,,.,,,,,.,,,,.,,.,.,,,,,.,,.,;;,..,,,,,,,,, 

（以下「被告口田」という。）

主

告

文

1 被告らは， 原告に対し， 連帯して3 7万円並びに49万円に対する平成1 6 

年5月1 7日から平成1 8年1月 3 0日まで及び3 7万円に対する同月31日

から支払済みまでそれぞれ年5分の割合による金員を支払え。

2· 笠原告のその余の主位的請求をいずれも棄却する。

3 訴訟費用はこれを3分し， その1を原告の負担とし， その余を被告らの負担

とする。

4 この判決は， 1項に限り， 仮に執行することができる5

事 実 及 び 理 由

ー



第1 請求

.1 主位的請求

被告らは，原告に対し，連帯して60万円並びに7 2万円に対する平成1 6 

年5月1 7日から平成1 8年1月3 0日まで及び6 0万円に対する同月3 1日

から支払済みまでそれぞれ年5分の割合による金員を支払え。

2 予備的請求

(1)被告：ぃ水は，原告に対し， 1 2万円に対する平成1 6年5月1 7日から平

成1 8年1月30日まで年5分の割合による金員を支払え。

(2) 被告二：．塁田は，原告に対し， 2 5万円及びこれに対する平成16年1月15

日から支払済みまで年5分の割合による金員を支払え。

第2 事案の概要

本件は，原告が，被告:!i;水の主宰する「

•· 、

．」に債務整理の相

談に行ったところ，被告らによって杜撰な債務整理をされ，損害（コンサルタ

ント料ないし報酬相当額，司法書士費用及び慰謝料）を被ったなどとして，主

位的に，共同不法行為に基づき，上記損害金合計60万円（ただし，損害金合

計72万円から，既払いの1 2万円を除いた残額）並びに72万円に対する不

法行為日の後である平成16年5月1 7日から平成1 8年1月30日まで及び

同月3 1日（上記12万円の支払日）から支払済みまでそれぞれ民法所定の年

5分の割合による遅延損害金の連帯支払を求め，予備的に，不当利得に基づき，
.'忍

被告・烹t�対しては， コ ンサルタント料相当額1 2万円に対する利得発生の日
•
• 

（原告が同被告に対し最後のコンサルタント料を支払った日）である平成1 6

年5月1 7日から平成1 8年1月3 0日まで民法所定の年5分の割合による法

こ定利息の支払を，被告鼻田に対しては，報酬相当額25万円及びこれに対する

利得発生の日（原告が同被告に対し最後の報酬を支払った日）である平成1 6 

年1月15日から支払済みまで民法所定の年 5 分の割合による法定利息の支払

をそれぞれ求める事案である。
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なお， 当裁判所は；原告の主位的請求につき， 主文掲記の限度でこれを認容

するものであるが， これは原告の予備的請求の範囲を超えることが明らかであ

るから， 予備的請求については判断を要しない。

1 前提となる事実（証拠及び弁論の全趣旨により容易に認められる事実）

(1)ア 原告（昭和1 8年 生）は， 平成1 5年1 2月当時， 消費者金

融等合計1 0社から合計約600万円の借入れをしていた，いわゆる多重

債務者であった。

イ 被告＼パ水は，大阪市 所在の： ビル

階 号において，「 」との屋号で，

乗り， 債務整理等の相談を受けていたものである（甲1)。

ウ 被告闊巴田は， 肩書住所地に事務所を構える大阪司法書士会所属の司法書

士である（登録番号大阪第鸞lmft:�l�l�冒〗号）（甲2)。

は， 平成1 5年9月から同年1 2月にかけて， スポーツ新聞（デ

イリ ー スポーツ及び日刊スポー ツ）に「� ..」の広告を出した。

たとえば， その掲載内容は，次のようなものである。

ァ 平成1 5年9月29日付けデイリ ー スポーツ（同年1 0月9日付けデイ

リ ー スポーツ及び同月1日付け日刊スポーツもほぼ同様）（甲1 1の1

2, 28, 29の1)

「借金を， 借金して返してませんか？

支払い方法見直しませんか？

再起の道ヘアドバイス 無料相談受付中」

イ 平成1 5年1 1月1日付け日刊スポ ー ツ（甲29の2)

「借金を， 借金して返してませんか？

借金苦， 多額返済でお困りの方

電話相談可能！

無料相談受付中

を名
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営業時間／（月～金） 9時,,.._1 9時・（土） 9時,,,,_1 7時」

ウ 平成1 5年1 2月1 1日付け日刊スポー ツ（甲2 9の3)

「借金を，借金して返していませんか？

専門員・司法書士が悩みを解決

（無料相談受付中／秘密厳守）

営業時間／（月～金） 9時""" 1 9時・（土） 9時,..._, 1 7時」

(3)ア 原告は，平成1 5年1 2月1 3日，債務整理について相談するため，

•• • の事務所（以下「本件事務所」という。）を訪れた。

イ 原告は，上記同日，被告●水と面談し，同被告から消費者金融等1 0社

のうち消費者金融5社（ 株式会社， 1 株式会社，

株式会社、 •株式会社及び株式会社

）について特定調停を申し立てることが可能である旨の説明を受けた。

また原告は，被告J:�い水との間で，同被告（；

(4)ア 原告は，本件コンサルタント契約に基づき，被

�)が原告に

対し，金融等について助言，指導等のサー ビスを提供すること（コンサル

タント業務），原告は被告，全!iら水に対して，同コンサルタント業務の報酬と

して，毎月1 8日限り2万円を支払うこと等を内容とするコンサルタント

業務契約（以下「本件コンサルタント契約」という。）を締結した（甲4)。

ウ 上記イに続いて，原告は，被告骨!l�田とも面談し，特定調停の相手方を上

記5社のみとすることを前提として，特定調停申立て用の書類を作成する

とともに，同被告から必要書類等を； 一宛てに郵送するよう

指示されるなどした。

に対し，平成1 5 

年1 2月1 5日，平成1 6年1月1 5日，同年2月1 6日，同年3月1 6 

日，同年4月1 5日及び同年5月1 7日にコンサルタント料として各2万

円の合計1 2万円を支払った（甲6, 7)。

イ 原告は，被告ヽ�!田に対し，司法書士報酬として，平成1 5年1 2月1 7
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日に1 5万円， 平成1 6年1月15日に1 0万円の合計25万円を支払っ

た（甲8, 9)。

(5)ア ・被告／田により， 平成15年12月2 2日， 大阪簡易裁判所に， 原告に

係る特定調停が申し立てられた。相手方は，上記5社だけとされていた（乙

1の1ないし1の5)。

イ 上記特定調停は， 平成1 6年1月2- 7日， 第1回調停期日が開かれ， 同

・
3月8日の第2回調停期日において， 成立した。

(6)被告lい水は， 上記コンサルタント料相当額1 2万円が不当利得に当たるこ

とを認めた上で， 本件訴訟提起後の平成1 8年1月3-1日，原告にこれを支

払い， 原告は， 損害賠償の一部としてこれを受領した（丙1)。

(7) 大阪司法書士会の会則（以下， 単に「会則」ともいう。） 9.0 条は，「会

員は， 司法書士会に入会している司法書士又は司法書士法人でない者（以下

この条において「非司法書士」という。）に， 自己の名義を貸与する等， 非

司法書士が司法書士の業務を取り扱うことに協力し， 又は援助してはならな

い。」(1項）， 「会員は， 非司法書士から事件のあっせんを受けてはならな

い。」(2項本文）とそれぞれ規定している。

2 当事者の主張

（原告）

(1)ア 弁護士及び司法書士（いずれも法人を含む。）以外の者が， 報酬を得る

目的で債務整理業務を取り扱えば， 弁護士法 72 条（非弁行為の禁止）及

び司法書士法3条に違反することになるところ， 被告亨氷は， 被告.m:田の

司法書士名義を借りて， 司法書士が関与した適法な債務整理をすることが

できる業者であると誤信させるような広告を出し， これにより広く多重債

務者を集めた上， 弁護士等の資格を何ら有さず， 適法に業務を行い得ない

にもかかわらず， 報酬を得る目的で債務整理業務を行っていたものである

から， これが弁護士法及び司法書士法に違反することは明らかである。 被
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水が本件コンサルタント契約を締結したのは，弁護士法等違反を免れ，

コンサルタント料名目で脱法的に報酬を得ようとしたためである。

イ 被告��!I公iii!!田は， 被告＇•三水が「 ． 」の広告に自らの司法書士

資格を掲載， 利用することを承諾し， 同会があたかも法律家の関与した信

頼の置ける債務整理機関であるかのような外槻を作出する行為に荷担し，

被告水から多重債務者の紹介を受ける一方で， 依頼人から受け取った報

酬の一部を被告f!:!iii!!l水にバックマ ー ジンとして支払っていた。 すなわち， 被

口ぃ田は， 被告姿：水の債務整理業務が弁護士法等に違反することを知りな

がら， これに協力したものであり， このような行為は， 会則90条（非司

法書士との提携禁止）にも反するものである。

ウ そして， 被告らは， 原告の無知に乗じて， 債務整理方法について十分検

討しないままに， 債権者1 0社中5社のみを相手方として特定調停を申し

立てるなど， 杜撰な債務整理手続をとったものである。

(2) このような被告三是!lli水及び同「〗，田の行為が， 共同不法行為に当たることは明

らかであり， これにより原告は， 次のとおり損害を被った。

ア コンサルタント料相当額

ただし， 前提となる事実(6)記載のとおり，

ある。

イ 被告i[!li冷；］田に対する司法書士報酬相当額

ウ 司法書士費用（本件訴訟提起に係るもの）

1 2万円

において支払済みで

25万円

5万円

工 慰謝料 30万円

原告は， 被告らの杜撰な債務整理によって， 上記特定調停手続終了後，

司法書士に申立外の5社の債務整理を依頼するまでの間， 過酷な

生活を余儀なくされ， 深い絶望感を味わった。 原告の受けた精神的苦痛を

金銭に評価すると， 30万円を下回らない。

(3)仮に以上の請求が認められないとしても，
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ア（ア）原告と被告出水が交わした本件コンサルト契約は，弁護士法7 2条に

違反するものである。そして，同条は高度の公益的規定であり，これが

非弁行為を禁止している趣旨にかんがみると，これに違反する行為は公

の秩序に反するものとして無効というべきである。したがって，本件コ

ンサルト契約は無効であり，これに基づく金銭給付は法律上の原因がな

いこととなる。

（イ） また，被告1I!水は， 自らの行為が弁護士法違反であることを知りつつ

報酬を受領したのであるから，悪意の受益者として，その受けた利得に

は利息を付して原告に返還すべきである。

イ（ア） 被告ふ詞：田は，平成1 5年·1 2月1 1日ころ．，原告との間で，特定調停

申立書等の書類作成委託契約を締結し，同契約に基づき，原告から合計

25万円の報酬を受領している。しかしながら，上記委託契約は，無資

格者からあっせんを受けて締結されたものであり， 非司法書士との提携

行為として，公の秩序に反し無効というべきである。したがって，上記

委託契約は無効であり， これに基づく金銭給付は法律上の原因がないこ

ととなる。なお，この点，司法書士法には，弁護士法のように無資格者

との提携行為を禁止する直接の規定はないが，被告•父祀、＇；田の所属する大阪

司法書士会の会則9 0条が非司法書士との提携行為を禁止しているこ

と，司法書士法2 3条が，司法書士はその所属する司法書士会の会則を

守らなければならない旨規定していることなどからすると，非司法書士

との提携行為は， 司法書士法にも違反するというべきである。

（イ） また，被告竺り盛；：田は，上記委託契約が無資格者である被告水と提携し

た無効なものであることを知りつつ報酬を受領したのであるから，被告

水と同様，悪意の受益者として，その受けた利得には利息を付して原

告に返還すべきである。

（被告：ゑ；水）
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(1)原告の被告 水に関する主張のうち，同被告の行為が弁護士法違反である

との点は争わないが，その余の点はいずれも否認ないし争う。

(2) 被告，1、水において，広く多重債務者を集めたことや多額の報酬を得たこと

はなく，被告；§・田の司法書士名義を借りたことも，同被告からバックマ ー ジ

ンを受け取ったこともない。原告はもともとコ ー ワ電算という整理業者に相

談の申込みに行＜途中であったところ，被告．三い水において，原告の債務整理

手続きのために司法書士である被告忙こ田を紹介しただけのことであり，何ら

非難されるべき点はない。

また，原告は，被告らが債務整理方法について十分検討しないままに，債

権者1 0社中5社のみを相手方として特定調停を申し立てるなど，杜撰な債

務整理手続をとった旨を主張するが，信販会社系の金融機関4社を含む5社

を相手方から外したのは，原告において信販会社のカ ー ドを引き続き利用し

たいとの意向を示したからであって，原告の意向に基づくものである。当時，

原告は，カ ー ドで物を購入し，それを売却して生活費を得るというような自

転車操業状態にあったものである。

そもそも原告が債務整理を要する状態に陥ったのは，自ら行った商品先物

取引及び株式信用取引が原因であり，全て自己の責任であって，これを被告

らに転嫁することは許されない。

（被告9名刃田）

(1) 原告の被告�jド；田に関する主張は，いずれも否認ないし争う。

被告lllllrt\;田において，被告水に名義を貸したこともなければ，原告から受

け取った報酬の一部を被告1111!�水にバツクマ ー ジンとして支払ったことも一切

ない。

(2)ア 被告，if�!田は，被告!I宣水から原告を紹介され， ：の事務所

で， 原告から法律相談を受けたものである。その場で被告ら田は，原告か

ら，特定調停手続に関する書類作成を依頼されたので，これを代理作成し，
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大阪簡易裁判所に特定調停を申し立てた。原告が被告水とどのようなや

りとりをしていたかについては，全く知らない。この間被告田は，パー

ティションで区切られた場所で，同被告固有の業務を行っていたもので，

と共謀することなどあり得ない。

ィ・また，原告は，被告らが債務整理方法について十分検討しないままに，

債権者1 0社中5社のみを相手方として特定調停を申し立てるなど，杜撰

な債務整理手続をとった旨を主張するが，これは原告が債権者として5社

しか伝えなかったためであり，被告］ビ，田において恣意的に申立てから除外

したり，過失で遺漏したものでもない。

ウ 被告言田は，原告から，上記特定調停の申立書作成の報酬として，合計

25万円の報酬を受領したものであり，平成1 6年7月2日付けで礼状も

受け取っている。原告は，被告らの行為によって精神的苦痛を被った旨を

主張するが，本件において原告に精神的損害は生じていないし，生活の困

窮もルー ズな金銭感覚によって自ら招いたにすぎない。

(3) 原告は，予備的に，原告と被告，；硲：田との間で締結された特定調停申立書等

の書類作成委託契約は無効であるとして，同契約に基づく報酬の支払が不当

利得に当たる旨を主張する。しかし，被告 田が得た報酬は，司法書士法3

条1項4号に基づいた正当な報酬である。被告ヽ紺田は，弁護士法に違反する

行為はしていないのはもちろん，会則90条に違反する行為もしていない。

仮に違反しているとしても，このことから直ちに上記委託契約が無効である

ということもできない。

第3 当裁判所の判断

1 前提となる事実に証拠（甲1, 2, 4ないし9, 11, 13ないし1 7, 2 

8ないし3 3, 乙1, 4, 丙1 , 2, 原告，被告こiri水，同田）及び弁論の全

趣旨を総合すれば，次の事実が認めら得る。

(I) 原告は，平成1-5年1 2月当時，月額約1 7万円（手取額）の収入を得て

，

 



いたが， 他方， 消費者金融等合計1 0社に対して合計約600万円の債務を

負担していた。 その債務の返済額は， 月額で上記手取額を上回る約2 1万円

にも上り， 生活は極めて困窮していた。

(2) 原告は，平成 1 5 年 1 2月 1 1 日付けの日刊スポー ツを読んでいたところ，

「借金を，借金して返していませんか？ 専門員・司法書士が悩みを解決（無

料相談受付中／秘密厳守） 営業時間／（月～金） 9時.......,1 9時・（土） 9 

時,...,_,1 7時」という内容の「． 」の広告が目に留まった。 同

広告では， 司法書士が無料で土曜日も相談に応じてくれるとの内容であった

ことから， 信頼感を覚え， 早速電話をかけ， 同月1 3日土曜日に予約をとっ

たo

(3)ア 原告は，•平成 1 5 年 1 2月 1 3日午前 9 時過ぎ， 本件事務所を訪れたと

ころ， 案内係の男性が応対し， 用紙に氏名， 住所， 借入状況（借入先， 借

入残高， 借入期間）を記入するよう指示されたため， これらを記入した。

借入先としては， 消費者金融6社と信販会社4社の合計1 0社の全てを記

入した。

イ 原告は，アルバイトの面接を受けるため，いったん本件事務所を出たが，

再び本件事務所に戻り，被告!lf:llli水と面談した。原告は，被告水から， 「：

ファイナンシャルカウンセラ ー ：:m�ll!!!til!i� 戸りこ」と書かれた

名刺を受け取り， 借金の利息にはグレ ー ゾーン金利があること， 過去に支

払った利息を利息制限法に引き直して計算して清算することができるこ

と，そのための法的な手続として特定調停があることなどの説明を受けた。

その際， 原告は， 被告，、•す水に対し， 収入額を答えたほか， 上記借入先の

うち 株式会社については，自宅が担保に取られている旨を話した。

被告｀令：水は， 原告からの聴取内容を検討して， 借入先1 0社のうち， 消費

者金融5社の分について特定調停が可能である旨を説明するとともに， 原

告に対し， 「 これから先に話を進めるのには, ■■ さんが自分で決断して

(_?�) : 舟、宅＾瓜今
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ください。」と告げた。

そこで原告は， 被告r水に引き続き手続を進めることを依頼し， 同被告

との間で， 本件コンサルタント契約を締結し， コ ンサルタント料として毎

月2万円を支払うこととなった。 その際原告は， 同被告から， 「借金と向

き合うための心がまえ1 2か条」と題する書面を受け取るとともに，・信販

会社4社については， その支払を止めるようにアドバイスを受け， 具体的

な対応策を記載した手書きの説明書を手渡された。

ウ 引き続いて， 後方で待機していた被告□田が， 被告氷と入れ替わって

原告の応対をした。 被告�i 田は， 司法書士の肩書きの入った名刺を渡した

上で， 原告に対し， あらかじめ用意していた特定調停申立書用の関係権利

者一覧表のコピーに債権者を記入するよう促した。 そこで， 原告は， 先に

債権者名を記入した用紙を見ながら， 特定調停の相手方として， 消費者金

融5社のみを記入した。

その際， 原告は， 被告fl田から， 上記5社に関する契約書， 直近の返済

伝票， 最近3か月分の給与明網書及び印鑑を1 -宛てに郵送

するよう指示された。 また， 特定調停を申し立てる裁判所については， 被

口 ：田と同磁0水が相談した結果， 大阪簡易裁判所とすることになった。

またその場で， 被告lllllii!田への報酬額は25万円と決められ， 2回の分割

で， 1回目はその翌週， 2回目は1か月後にいずれも同被告の預金口座に

振り込むこととされた。

(4} その後，原告は， 被告．戸田から指示を受けた資料等を

てに郵送するなどした。

＾ 宛

(5)原告は， 本件 コ ンサルタント契約に基づき， 被告水に対し， 平成1 5年

1 2月1 5日以降， コ ンサルタント料として合計1 2万円を支払った。

また，原告は， 被告fili!l田に対し， 上記報酬として， 平成1·5年1 2月1 7 

日に1 5万円，平成1 6年1月1 5日に1 .o 万円の合計2 5万円を支払った。
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(6)被告田により， 平成1 5年1 2月2 2. 日， 大阪簡易裁判所に， 原告に係

る特定調停が申し立てられ，平成1 6年3月8日の第2回調停期日において，

上記5社（消費者金融）との間で調停が成立した。 同調停が成立したことに

より， これら5社に対する毎月の支払額は合計1 0万4000円から3万9

000円に減額になった。

(7) これに対し， 特定調停申立ての対象外とした 5 社('

式会社呵， ， 株式会社． ー 、 - . '

,,株式会社， 株

株式会

社及び株式会社 ＇）については， 合計300万円余りの債務が残っ

ていた（毎月の支払額は合計1 0万5000円となる。）。 原告は，

北と
ー については， 被告：長水のアドバイスに従い， 支

払を止め， 残り3社については支払を続けていたが， 上記調停に基づく支払

及び被告・｀水に対するコンサルタント料の支払が重なったため， その負担は

大きく， 切り詰めた生活を余儀なくされた。

(8)ア ところで， 被告Ill 水は， ，tを始めるに当たって， かねて

より知り合いであった被告□田に連絡を取り， 多重債務者を相手に債務整

理の相談のための会を立ち上げるとして， 司法書士資格を有する同被告に

協力を求め， その了解を得た。

イ 他方で， 被告I□水は， 貸金業者としても登録をしており，

さに相談に来た多重債務者を相手に貸金業を営み， 利益を上げることを

企図していた。

しかし結局， 期待していたような利益を上げることができなかったこと

から， 被告叱水は， 平成1 5年1 2月一杯で� ; を閉鎖する

こととした。

ウ 被告 田は， 平成1 5年1 0月ころから同年1 2月までの間， 被告

から， 数人程度の多重債務者の紹介を受け， 債務整理の相談を受けるとと

もに， 特定調停の手続をとるなどし ， 報酬を得た。 なお， 債務整理の相談
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は，そのほとんどを肩書住所地で営む司法書士事務所ではなく，

で行っていた。

2 以上の認定事実によれば，被告 水は，債務整理の相談等を業とする

を開設して，多重債務者を相手に債務整理の相談を受け， コ ンサル

タント契約を結んで報酬を得た上，どの業者を相手に特定調停を申し立てるか

など具体的な手続や対応策を教示していたというのであるから，特定調停の申

立て等債務整理のために必要な法的手続を実質的にとっていたものと認められ

る。そして，被告水のこのような行為は，非弁護士が報酬を得る目的で法律

事務を取り扱った場合に該当するから，これが非弁活動を禁じた弁護士法7 2

条に違反することは明らかである（なお，被告●水本人も，自己の行為が弁護

士法違反に該当することを争っていない。）。

3 そこで次に，被告公田の行為について検討する。

(1)前記認定事実及び弁論の全趣旨によれば，被告：田は，被告水が弁護士

や司法書士等の資格を有しないことを認識した上で，同被告から債務整理の

相談等を業とする • 一 →ミを立ち上げるに当たり，司法書士として

協力を求められ，これを了承したこと，現に被告 田は，被告}\i�!!j!:水から原告

の紹介を受けるとともに，同被告が原告に今後の手続等を具体的に教示した

ことを前提として，特定調停申立書等の書類を作成し，報酬を得ていること，

このような相談業務のほとんどは，同被告の司法書士事務所ではなく，

（本件事務所）で行われており，必要書類等のやりとりも同会

を通じてされていることが認められる。これらの事実に，被告＇水が本件事

務所を維持するために相談者から何らかの報酬を得ていたであろうことは容

易に推測できること，被告 田自身，その本人尋問で， 「被告水は多重債

務者を他の貸金業者に紹介して手数料を得るなどしていると思っていた。」

旨を供述していることを総合すると，被告旧1においても，被告 水の上記

行為が弁護士法72条に違反する違法なものであることを認識していたもの
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と優に推認することができる。

(2)これに対し， 被告 田は， 原告と被告 水が本件事務所でどのようなやり

とりをしていたか全く知らないなどと主張し， その本人尋問でも， 「 被告

水は資格を持っていないので， 自身では法律相談ができないことは当然わか

っていた。 だからこそ， 司法書士を紹介していたとの認識である。」旨を供

述する。 しかしながら， 被告水は， 被告ん且田の上記主張に反し， 「借金の

原因は何かとか， どういう形で解決したいのかといった話は被告 田に伝え

ている。」旨を供述していること ， 被告 田が， 原告から事前に事情を聴取

している被告＇＇、水から何らの引継もなしに原告と応対するなど， 前記認定の

事実経緯に照らしても通常あり得ず， 不自然との感を否定できないこと等か

らすると， 被告!!!田の上記主張は採用の限りではない。

4 不法行為の成否

以上検討したところによれば ， 被告5を水 と被告 田は互いに意を通じて， 弁

護士法72条に違反する行為をしたと認めることができる。• そして， 前記認定

事実によれば， 原告にあっては， 平成1 5年1 2月当時， 債権者1 0社に対し

て合計約600万円の債務を負担していたところ， 被告らはこれを認識しなが

ら， そのうち5社のみを相手方として特定調停を申し立てたこと；同調停は成

立したものの， 他方で， 調停に基づく支払に加えて， 申立外の債権者に対する

支払や被告らに対する報酬の支払等も相侯つて， 決して原告の生活は楽にはな

らず，本来の目的である経済的再生とはほど遠い結末になったことが認められ，

このことに， 特定調停手続においては， 債務者の経済的再生を図るため公正か

つ妥当で経済的合理性を有する調停を成立させるため， 債務者の全債務の内容

を把握するとの要請が強く， 申立人は調停の申立てと同時に， 関係権利者の全

てを記載した一 覧表を提出することになっていること（特定債務等の調整の促

進のための特定調停に関する法律3条3項）等を総合考慮すると， 前記認定に

かかる被告らの行為は， 原告に対する不法行為（共同不法行為）を構成すると
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いわなければならない。

これに対し， 被告田は， 債権者1 0社中5社のみを相手方として特定調停

を申し立てたことにつき， 原告が債権者として5社しか伝えなかったためであ

り， 同被告において恣意的に申立てから除外したものではない旨を主張し， そ

の本人尋問でも， 「 5社以外に借入れがないのか確認したところ， 原告は5社

だけだとはっきり言った。」などとこれに沿う供述をする。 しかしながら， 前

記認定のとおり， 原告は本件事務所を訪れた当初から債権者が1 0社ある旨を

申告していたものであり， ことさら被告田に対して， 総債権者数を問われな

がら， 事実に反する回答をする合理的理由は見当たらない。 かえって前記認定

事実によれば， 被告□田は， 少なくとも原告には上記5社以外にも債権者があ

ることを認識しながら， 被告：オくがそのうち5社のみを相手方として特定調停

を申し立てるとの方針を立てたことから， これを前提として， 他の借入れの有

無を積極的に確認することなく， 手続を進めたと認めるのが相当である。

なお， 被告f!lfJ:;ll田は， 原告の債務整理に関し， 原告から礼状を受け取った旨を

主張し， その裏付け証拠として乙2を提出する。 しかし， 当該証拠は， 当時大

阪簡易裁判所に係属していた被告らに対する同種訴訟に証拠として提出するた

めに取得されたものであること， 被告”□:Ii、田 はこのような意図を秘して， 原告に

対し， 感謝の手紙を書くように依頼したこと， 当時の原告はいまだ被告らの債

務整理に疑問を抱いていなかったため， 格別不信感を持つことなくこれに応じ

たこと（甲1 6, 3 0, 原告， 被告:
1
l!il:M!田）などの事実経緯に照らすと，被告

田の上記主張をもって， 前記認定判断を左右するものとはいい難い。

5 損害

(1) コンサルタント料及び司法書士報酬相当額

弁護士法72条は， 国民の公正・円滑な法律生活を守り法律秩序を維持す

ることを目的とし， その意味で高度の公益的規定と解されるから， これに違

反する行為は， 公の秩序（民法90条）に違反するものとして無効と解する
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のが相当である。 そうすると， 被告 水との本件コンサルタント契約及び被

告 田との書類作成委託契約はいずれも無効といわざるを得ず， これに基づ

いて得た報酬相当額は， 上記不法行為と相当因果関係にある損害ということ

ができる。

ただし， コ ンサルタント料相当額1 2万円は， 被告 水において， 平成1

8年1月3 1日既に支払済みである。

(2) 司法書士費用

本件事案の内容， 審理経過等の諸事情にかんがみ， 上記不法行為と相当因

果関係にある司法書士費用は， 2万円をもって相当と認める。

(3)慰謝料

前記認定のとおり， 原告は， 上記不法行為により， 特定調停成立後も直ち

に経済的・再生を図ることができず， 生活に困窮していたことが認められ， こ

れにより精神的苦痛を受けたものと認められる。 これに， 本件に至る経緯，

上記不法行為の態様， その他本件現れた 一切の事情を総合すると， 原告の精

神的損害に対する慰謝料は， 1 0万円をもって相当と認める。

6 以上によれば， 原告の本件請求（主位的請求）は主文掲記の限度で理由があ

るからこれを認容し， その余の部分は理由がないから棄却することとし， 主文

のとおり判決する。

大阪地方裁判所第8民事部

裁判官 臭野痔凱
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これは正本である。

平成18年12月14日

大阪地方裁判所第8民事部

戸
＾

〗��\二言·1
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平成1 7年（ワ）第8283号 損害賠償請求事件

原 告

被 告�111 田 ，三、 外1名

判決確定証明申請書

平成1 9年 1月 5日

大阪地方裁判所第8民事部 ロ ー 2係 御中

に謬号奇
原告訴訟代理人弁護士 八 木 正雌己．互：·：；羞！

犀：：こ::t:
J

上記当事者間の頭書事件について，平成1 8年1 2月14日に御庁において言い渡

された判決は，平成1 9年1月 �aの経過により確定したことを証明願いた＜申請致

します。
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書面のとおり相違ないことを証明する。

平成 19 年 1 月 9 日

大阪地方裁判所第8民事部

裁判所書記官 南
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